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面積が狭い小規模農家の多角化を奨励する目的で、冬期の水田裏作のための灌漑水は無料と

なっている。当地区の１次の幹線水路は本年12月までのADBプロジェクトでリハビリが終了

し、コンクリートライニングが施されていたが、揚水ポンプは1962年合作社が設立された当

時に導入されたルーマニア製で、その交換はADBプロジェクトには含まれていなかった。ま

た、本年11月、Binh Thuan省のBac Binh群において、頭首工、123㎞の支線水路など灌漑排

水施設整備を中心とするJBIC（日本国際協力銀行）のローン（2001～2007年）について、ヴィエ

トナム国とJABICは合意文書を取り交わしている。一方、メコンデルタ地域にわずかに残さ

れている国営の農場を視察した。そこは総面積7,000haのうち、5,600haにイネが栽培され、

2,800戸の農家が営農を営んでいる。１戸当たりの耕作面積は約2.5haで、農場が所有するト

ラクターなどで機械化が進んでいるが、各農家は耕賃を生産物で納め、生産物の販売先は自由

であるが、ほとんどの農家が農場に販売するとのことであった。本農場では灌漑・排水施設と

ともに、農作業に必要な機械も整備されており、その周辺の水田面積も広く、北部ハノイ周辺

のインフラ整備状況と大きな違いが見られ、機械化をすすめるうえでも、南部の優位性が見ら

れた。

（３） 水利工学研究所の概要

　本件の要請元である同研究所はハノイ市の中心部にあり、ハノイ農業大学とMARD職員の

勢力を２分する水資源大学に隣接して設置されている。

　本研究所は職員数500名。うち256名は公務員、残りは契約職員で、43名のPhd.と21名のMs

取得者がいる。1959年に設立された国家レベルの41研究所のうちの１つで、灌漑排水センター

や土壌研究センターなど、12のサブ研究機関によって構成されている。

　本研究所は科学研究、技術者への技術移転、学卒者の教育、コンサルティングサービスの、

４活動を主たる活動としており、その年間予算は約３億2,000万円で、そのうち65.4％はコン

サルティングサービスから得たものである。研究分野においては灌漑、水資源開発、灌漑及び

電力発電施設建設への支援などを主としている。　

　当研究所はこれまでにも中国、ロシア他、FAOやUNDPとの協力もしてきており、日本と

も荏原製作所とポンプの開発に関し協力関係をもっている。　

　各研究所は実験室や分析室をもち、機器は古いが研究機関としての体制は整っており、プロ

技を実施する体制は十分で、その効果も期待できると考えられた。

（４） 技術協力の可能性

　本要請は水資源開発と河川環境保全、洪水制御、灌漑排水と土地基盤整備、水利施設の運

営・管理など課題が多く、とても１件のプロ技では対応が困難という理由からヴィエトナム国
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側に平成12年度案件としては既に採択不可として通報済みである。しかし、本件は社会開発

案件として検討されたもので、当国における農業の重要性の高さ及び80％が農業用水である

ことから、今後農業分野での案件形成の可能性について調査・検討を加えた。

　上述のとおり、用水の水配分及び施設の維持管理はMARDの水管理局が行っており、本研

究所は研究機関で、施設建設に係るコンサルティングサービスを行っている。

　今回の調査において、要請内容について再確認したところ、本要請は水資源法の制定を検討

して1996年に作成し、既に４年が経過しているとのことで、研究所長から不満が表明された。

今回、調査期間中に研究所から新たにTORを改定した「灌漑排水・水管理研究能力向上計画」

の案が提示されたが、その内容は依然機材の整備に関する要請が主で、機材無償や資金協力的

要素が強い。しかし、同研究所は日本側に対して農業用水の管理と利用、水資源の効果的活用

などに関し、最新技術情報交換などを要望しており、技術協力の可能性が否定されたわけでは

ない。よって、現在MARDに派遣中の農業農村開発の個別専門家を中心に、あらためて技術

協力の可能性を探ることが望ましいと考えられる。

６－２　他ドナーの動向

　日程の都合上各ドナーを訪問することはできなかったが、JICA関係部局によると以下のとおり

である。

　国際機関では、世界銀行、国際通貨基金（IMF）、アジア開発銀行（ADB）、国別では日本、フラ

ンス、ドイツ、スウェーデン、韓国が対ヴィエトナム国支援の中心となっている。世界銀行は毎

年５億ドル前後を、構造調整、電力、運輸、社会、農業と幅広い分野に支援している。IMFは世

界銀行東都ともに1993年に支援を再開し、構造調整支援のほか、マクロ経済安定のための政策支

援を実施している。ADBは、ヴィエトナム国内での重点開発地域の運輸、電力ネットワーク、同

地域での後背地での地方開発、メコン川流域諸国との連携事業に重点を置いている。なお世界銀

行は、被援助国の主体性を尊重しつつ援助国・機関の連携強化を図るために「包括的開発のフレー

ムワーク（CDF）」を提唱しており、ヴィエトナム国をCDFのパイロット国に指定している。

　その他の主要援助国としては、フランス、米国、オーストラリア等があげられるが、供与規模

は比較的小さい。1997年のDAC統計によると、支出純額ベースで２位のフランスは基礎インフラ

等へのソフトローン（約11％）、３位の米国（約８％）は医療、HIV/AIDS対策などの協力を実施して

いる。

　1999年度第７回支援国会合では、広い範囲での支援会議開催の必要性がうたわれたが、ヴィエ

トナム国は世界銀行の「パートナーシップ・モデル国」に指定されており、「パートナーシップ」の共

通概念のもと、各分野において当該分野を得意とする主導的なドナー国・機関によるドナー・コー

ディネーションが機能している。例えばオランダ（植林）、スウェーデン（保険・医療）、ADB（水
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産、職業訓練）等であるが、本体制を前提とした我が国のイニシアティブ候補分野は、（１）運輸交

通、（２）中小企業振興、（３）洪水対策、（４）ホーチミン市都市開発の４分野である。

　なお我が国がヴィエトナム国との経済協議において合意している対ヴィエトナム国援助重点分

野は以下の５分野である。

（１） 人造り・制度造り（特に市場経済化移行支援）

（２） 電力・運輸等のインフラ整備

（３） 農業・農村開発

（４） 教育、保険・医療

（５） 環境
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